
 ヤングケアラーの実態調査概要
●調査目的：①県内のヤングケアラーの実態を把握し、教育・福祉・医療など多職種が連携した支援体制を強化
　　　　　　　　　②中高生への調査依頼「チラシ」の配布等を通じて、ヤングケアラーや相談窓口の認知度を向上
　　　　　　　　　③調査結果を、教育・保健・福祉・医療等専門職や、民生委員など地域の方々と共有し、ヤングケアラーが社会的に孤立しないよう、早期の発見
　　　　　　　　　　 につなげる

●調査方法：インターネットによる任意調査（学校において、調査依頼のチラシを全生徒に配付し、チラシに掲載したＱＲコードからＷＥＢにアクセスして回答）
●調査期間：令和４年６月13日　～　令和４年７月13日

　※中学校のうち４校は義務教育学校の７年生から９年生　／　特別支援学校は除く

ある 特になし 無回答

回答数 55人   131人 306人

全体での割合 1.7% 4.1% 9.5%

492人での割合 11.2% 26.6% 62.2%

父母 祖父母 きょうだい その他 無回答
回答数 28人 8人 27人 8人 0人

割合 50.9% 14.6% 49.1% 14.6% ー

ほぼ
毎日

週に
3∼5日

週に
1∼2日

1ヶ月に
数日 その他 無回答

回答数 24人 13人 7人 5人 3人 3人
割合 43.6% 23.6% 12.7% 9.1% 5.5% 5.5%

ある ない
回答数 18人 37人
割合 32.7% 67.3%

■相談したことの有無

■世話を行う頻度

■世話をしている家族 (複数回答有）

３　「２」でいると回答した人のうち、やりたいことができていないことの有無

２　お世話している家族の有無

●　調査結果

資料１－１　　子ども家庭課

１　回答数及び回答率
対象者数 回答数 回答率

全中高生 33,792人 3,218人 9.5％

中学生 16,598人 1,729人 10.4％

高校生 17,194人 1,489人 8.7％

いる いない 無回答

回答数 492人 2,545人 181人

全体での割合 15.3％ 79.1％ 5.6％

４　「３」であると回答した人のうち

■学校への通学状況
よくする たまにする ほとんどない まったくない 無回答

欠席 3人 9人 14人 28人 1人

割合 5.5％ 16.4％ 25.4％ 50.9% 1.8％
全体の状況 3.7％ 8.9％ 28.3％ 57.6％ 1.5％参考

※「お世話」とは本来、大人がすると考えられる食事のしたく、洗濯などの家事や家族の
　お世話などを日常的にすること

●調査対象：高知県内の中学校及び高等学校に在籍する生徒



   
・子育て不安や孤立を抱える方を早期に発見するための未就園の子どものいる
 家庭等への訪問支援の強化 
・市町村の母子保健と児童福祉における一体的な支援プランの作成等による支援 
 機能の強化   

ヤングケアラーの支援の充実について（リスクに応じて切れ目なく支援をつなぐ体制の強化）    子ども家庭課・子育て支援課
教育委員会

    ●児童福祉と教育の連携による早期対応
    ●妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援

 

 子どもと家庭の抱える様々な課題を見逃さず、適切な相談・支援につなげることにより、
 子どもや保護者の孤立を防ぐ。
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 ３ 地域における子育て支援の充実

 １ 妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援  ２ 児童福祉と教育との連携による取組強化 

・子どもや家庭が相談しやすいＳＮＳ相談の開設や児童相談所虐待対応ダイヤル

 「１８９」の 周知

・子育て中の親子が気軽に相互交流や相談ができるよう、子育てボランティア等

 による住民参加型の子育て支援の推進

   バージョンアップの方向性   

 １ 妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援  ２ 児童福祉と教育との連携による取組強化 

 ３ 地域における子育て支援の充実

　　　　　　　　　　　　児童福祉担当部署【全市町村】　
　　　　　（子ども家庭総合支援拠点設置済【19市町村】）

　　　　　

連  携 児童福祉

児童相談所

連  携
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校内支援会
  (管理職､教員､SC､SSW等)

教育

子どもを中心に支援

家庭を中心に支援ＳＳＷ

教員､SC等
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ス
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子育て世代包括支援センター
 【全市町村】

ポピュレーションアプローチ　　　　　
　・妊産婦の全数把握　・情報の一元管理

　　　　・継続的なモニタリング
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母子保健

 要保護児童対策地域
協議会　

【妊娠期】
 ・母子健康手帳交付時における面談や、保健師等の訪問や健診による
  継続的な支援
 ・若年妊婦等への個別支援

【子育て期】
 ・産婦健診、産後ケアによる産後うつ予防や新生児への虐待予防
 ・乳幼児健診未受診や未就園の子ども等の状況確認

 ●多職種連携のチーム支援体制の構築

 ※ヤングケアラーや不登校など、子どもと家庭

  の様々な課題にも対応

 ※福祉関係者等への早期発見等に関する研修の

  実施

 ●児童福祉における支援の
  コーディネート 

  

 【相談・支援につながりやすい仕組みづくり】
  ・子育てに関する悩みなどを相談しやすい仕組みづくり 等

【児童生徒が相談しやすい体制づくり】
・スクールカウンセラーや
 スクールソーシャルワーカーの配置
・SNS相談・24時間子供SOSダイヤル等の実施

【学校・教育委員会における児童虐待や
 ヤングケアラー、不登校児童生徒への
 対応】
・校内支援会等における支援体制の整備
・児童虐待やヤングケアラー等の早期発見
 に関する教職員研修の実施

【児童福祉における取組】
 
 ・学校から児童福祉につなぐ目安がわかる「チェックシート」等を作成し、学校と
  児童福祉との連携を「見える化」

 ・校内研修等で活用できる学齢（小・中高）に応じたリーフレットを作成 
 
 ・生徒向けのヤングケアラー出前授業の実施

【教育における取組】
 ・校内研修等の充実による、早期発見・早期対応や児童福祉との連携に向けた取組を
  促進

早期発見・虐待予防・児童福祉へのつなぎ 早期発見・児童福祉へのつなぎ

【地域住民の参加による子育て支援】
 ・地域子育て支援センターにおける子育て家庭の養育不安や孤立化の解消 等                      
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多機関協働
子育て支援

母子保健 児童福祉

教育

医療障害

◆リスクに応じて「チーム」で支援

地域高齢


